
（総則）

（業務の予定量）
業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 戸
（２） ㎥
（３） ㎥
（４）

Ⅰ．
１．
２．
３．

（収益的収入及び支出）
収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入及び支出）

第１条 令和３年度中間市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条
水 洗 化 戸 数 15,991
年 間 総 処 理 水 量 2,942,727
一 日 平 均 処 理 水 量 8,062
主 要 な 建 設 改 良 事 業
建 設 改 良 費
管 渠 建 設 費 449,339 千円
管 渠 改 良 費 58,411 千円
流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 82,700 千円

第３条
収 入

第 １ 款 公 共 下 水 道 事 業 収 益 1,385,268 千円
第 １ 項 営 業 収 益 504,480 千円
第 ２ 項 営 業 外 収 益 880,758 千円
第 ３ 項 特 別 利 益 30 千円

支 出
第 ２ 款 公 共 下 水 道 事 業 費 用 1,355,993 千円
第 １ 項 営 業 費 用 1,199,323 千円
第 ２ 項 営 業 外 費 用 155,169 千円
第 ３ 項 特 別 損 失 1,001 千円
第 ４ 項 予 備 費 500 千円

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額
365,445千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,095 千円及び当年度分損益勘定留保資金
359,350千円で補てんするものとする。）

第２９号議案

令 和 ３ 年 度 中 間 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算
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（企業債）
起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

償還方法

収 入
第 ３ 款 資 本 的 収 入 699,897 千円
第 １ 項 企 業 債 404,600 千円
第 ２ 項 国 庫 補 助 金 178,000 千円
第 ４ 項 負 担 金 9,926 千円
第 ６ 項 他 会 計 出 資 金 107,370 千円
第 ８ 項 固 定 資 産 売 却 代 金 1 千円

支 出
第 ４ 款 資 本 的 支 出 1,065,342 千円
第 １ 項 建 設 改 良 費 590,450 千円
第 ２ 項 固 定 資 産 購 入 費 1,000 千円
第 ３ 項 企 業 債 償 還 金 473,392 千円
第 ６ 項 予 備 費 500 千円

第５条
起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率

公 共 下 水 道 事 業 275,100 千円 証 書 借 入

公 共 下 水 道 事 業 13,000 千円
（広 域 化 ・ 共 同化 ）

公 共 下 水 道 事 業 5,800 千円
（資本費平準化債）

公 共 下 水 道 事 業 30,400 千円
（ 特 別 措 置 ）

流 域 下 水 道 事 業 80,300 千円

2.0％以内。
ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る公的資金につい
て、利率見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の都
合により繰上償還または低利
に借り換えることができる。



（一時借入金）
千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用
（２） 建設改良費と固定資産購入費

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
（１） 千円
（２） 千円

中間市長　福田　浩

第６条 一時借入金の限度額は、 1,000,000

第７条

第８条

職 員 給 与 費 66,251
交 際 費 30

令和３年３月２日提出
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（単位　千円）

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収 入

款 項 目 予 定 額 備 考

令 和 ３ 年 度 中 間 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

1.
公共下水道
事 業 収 益

1,385,268

1. 営 業 収 益 504,480

1. 下 水 道 使 用 料 458,700 下水道使用料を計上した。

2. 他 会 計 負 担 金 43,919 雨水事業に対する一般会計繰入金を計上した。

3. 受 託 事 業 収 益 1,080 受託工事収益を計上した。

4. その他営業収益 781 諸手数料等の収入を計上した。

2. 営 業 外 収 益 880,758

1.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

10 預金等利息を計上した。

4. 他 会 計 補 助 金 483,856
雨水事業を除く収益的支出に対する一般会計繰入金を
計上した。

5.
長 期 前 受 金
戻 入

376,592 長期前受金戻入を計上した。

6.
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

20,000 消費税及び地方消費税還付金を計上した。

7. 雑 収 益 300 雑収益を計上した。

3. 特 別 利 益 30

1. 過年度損益修正益 20 過年度損益修正益を計上した。

4. その他特別利益 10 その他の特別利益を計上した。



（単位　千円）支 出

款 項 目 予 定 額 備 考

2.
公共下水道
事 業 費 用

1,355,993

1. 営 業 費 用 1,199,323

1. 管 渠 費 19,063 管渠施設の維持に要する経費を計上した。

2. 総 係 費 71,048
事業経営上の一般庶務、その他事務に要する経費を計
上した。

3.
流 域 下 水 道
維持管理負担金

353,128 流域下水道の維持管理に要する負担金を計上した。

4. 減 価 償 却 費 755,082 固定資産の減価償却費を計上した。

5. 資 産 減 耗 費 1 固定資産除却費を計上した。

6. 受 託 事 業 費 1,000 受託事業費を計上した

7. その他営業費用 1 その他の営業費用を計上した。

2. 営 業 外 費 用 155,169

1.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

155,168 企業債及び借入金利子を計上した。

3. 雑 支 出 1 雑支出を計上した。

3. 特 別 損 失 1,001

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

1,000 過年度損益修正損を計上した。

5. その他特別損失 1 その他の特別損失を計上した。

4. 予 備 費 500

1. 予 備 費 500 予備費を計上した。
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（単位　千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収 入

款 項 目 予 定 額 備 考

3. 資本的収入 699,897

1. 企 業 債 404,600

1.
建 設 改 良
企 業 債

368,400 建設改良企業債を計上した。

3. 資 本 平 準 化 債 5,800 資本費平準化債を計上した。

4. そ の 他 企 業 債 30,400 その他の企業債を計上した。

2. 国 庫 補 助 金 178,000

1. 国 庫 補 助 金 178,000 国庫補助金を計上した。

4. 負 担 金 9,926

2. 受 益 者 負 担 金 9,926 受益者負担金を計上した。

6. 他会計出資金 107,370

1. 他 会 計 出 資 金 107,370 一般会計による出資金を計上した。

8.
固 定 資 産
売 却 代 金

1

1.
固 定 資 産
売 却 代 金

1 固定資産売却代金を計上した。



（単位　千円）支 出

款 項 目 予 定 額 備 考

4. 資本的支出 1,065,342

1. 建 設 改 良 費 590,450

1. 管 渠 建 設 費 449,339 下水道施設新設工事に要する経費を計上した。

2. 管 渠 改 良 費 58,411 下水道施設改築工事等に要する経費を計上した。

3.
流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

82,700
流域下水道施設の建設改良に要する負担金を計上し
た。

2.
固 定 資 産
購 入 費

1,000

1.
有 形 固 定 資 産
購 入 費

1,000 有形固定資産の購入に要する経費を計上した。

3. 企業債償還金 473,392

1.
建設改良企業債
償 還 金

273,339 建設改良企業債償還金を計上した。

2.
高 資 本 費 対 策
借 換 債 償 還 金

136,821 高資本費対策借換債償還金を計上した。

4.
そ の 他 企 業 債
償 還 金

63,232 その他の企業債償還金を計上した。

6. 予 備 費 500

1. 予 備 費 500 予備費を計上した。
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（単位　円）

令和３年度 中間市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（　令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで　）

Ⅰ. 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
当 年 度 純 利 益 3,680,000
減 価 償 却 費 755,082,000
固 定 資 産 除 却 費 1,000
引 当 金 の 増 減 額 △ 562,000
長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 376,592,000
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 10,000
支 払 利 息 △ 155,168,000
固 定 資 産 売 却 損 益 0
未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 4,549,780
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 918,000
そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0
特 定 収 入 仮 払 消 費 税 の 調 整 額 △ 17,084,000
未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 10,985,801
そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0
小 計 194,749,419
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 △ 10,000
利 息 の 支 払 額 155,168,000
業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 349,907,419

Ⅱ. 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 465,333,000
有 形 固 定 資 産 売 却 に よ る 収 入 1,000
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 75,182,000
国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 178,000,000
負 担 金 に よ る 収 入 9,926,000
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 352,588,000

Ⅲ． 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 368,400,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 273,338,303
資 本 費 平 準 化 債 に よ る 収 入 5,800,000
高 資 本 費 対 策 借 換 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 136,820,290
そ の 他 の 企 業 債 に よ る 収 入 30,400,000
そ の 他 の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 63,231,321
他 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入 107,370,000
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 38,580,086

資 金 に 係 る 換 算 差 額 0
資 金 の 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ） 35,899,505
資 金 期 首 残 高 99,299,110
資 金 期 末 残 高 135,198,615



1. 総　括

注：( )内は再任用職員数を外書したものである。

（単位　千円）

給 与 費 明 細 書

職員数 給　　　　　与　　　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(0) (1)

0 4

(0) (0)

0 4

(0) (1)

0 8

(0) (0)

0 5

(0) (0)

0 4

(0) (0)

0 9

(0) (1)

0 △ 1

(0) (0)

0 0

(0) (1)

0 △ 1

区　　　　分
法定福利費

退職手当組合　　　　　
負　 担 　金

合　　計

本　　
年　　
度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 18,230 10,734 28,964 6,022 9,306 44,292

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 16,882 9,258 26,140 5,546 － 31,686

合 計 0 35,112 19,992 55,104 11,568 9,306 75,978

前　　
年　　
度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 18,934 11,521 30,455 6,181 9,630 46,266

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 15,550 9,608 25,158 5,102 － 30,260

合 計 0 34,484 21,129 55,613 11,283 9,630 76,526

比

較

損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 △ 704 △ 787 △ 1,491 △ 159 △ 324 △ 1,974

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 1,332 △ 350 982 444 － 1,426

合 計 0 628 △ 1,137 △ 509 285 △ 324 △ 548

区　　分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

期末勤勉
手当

児童手当
その他
手当

本年度 1,752 583 544 1,296 1,124 13,533 1,160 0

前年度 1,752 583 323 1,296 1,186 14,549 1,440 0

比　較 0 0 221 0 △ 62 △ 1,016 △ 280 0

手当

内訳
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2. 給料及び手当等の増減額の明細

3. 給料及び手当等の状況

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

(1) 職員１人当たり給与

区 分 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 (円) 303,467

平 均 給 与 月 額 (円) 330,320

平 均 年 齢 (歳) 42.2

平 均 給 料 月 額 (円) 305,133

平 均 給 与 月 額 (円) 334,214

平 均 年 齢 (歳) 37.7

(2) 初　任　給

区 分 一 般 行 政 職 (円)

高 校 卒 154,900

大 学 卒 182,200

区　分 備 考

給　　　料 628

昇 給 に 伴 う 増 減 分 435 平均定昇率 1.70 ％

給与改定に伴う増減分 －

そ の 他 の 増 額 分 193 人事異動等に伴う増額

手　　　当 △ 1,137 そ の 他 の 増 減 分 △ 1,137 人事異動等に伴う減額

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在



注：( )内は再任用職員数を外書したものである。

（級別の標準的な職務内容）

期末手当、勤勉手当

注：( )内は再任用職員の支給率である。

(3) 級　別　職　員　数

令和３年１月１日現在 令和２年１月１日現在
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1 12.5 1 11.1

3 37.5 3 33.4
(1) (100.0)
2 25.0 3 33.3

1 12.5 1 11.1

1 12.5 1 11.1
(1) (100.0) (0) (0.0)
8 100.0 9 100.0

区　　分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

(4)

支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
６月（月分） １２月（月分） （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置
(1.175) (1.175) (2.35) 
2.225 2.225 4.450 
(1.175) (1.175) (2.35) 
2.250 2.250 4.500 
(1.175) (1.175) (2.35) 
2.225 2.225 4.450 

区　　分

７　　級 ７　　級

６　　級 ６　　級

５　　級 ５　　級

４　　級 ４　　級

３　　級 ３　　級

２　　級 ２　　級

１　　級 １　　級

計 計

一般行政職 部長及び参事 課長及び主幹
課長補佐・
参事補及び
主査幹

係長及び主査 主　　査 左 以 外 の 職 員

区　　　　　分

本　　 　年　 　　度 有

前　 　　年　 　　度 有

一 般 会 計 の 制 度 有

一般行政職
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定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

そ の 他 の 手 当

(5)

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし 制度なし
一般会計の制度(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし 制度なし

(6)

区　　　　分 一般会計の制度との異同
扶 養 手 当 同　　　　　　じ
住 居 手 当 同　　　　　　じ
通 勤 手 当 同　　　　　　じ

区　　　　　分
２０年勤続の　
者　（月分）

２５年勤続の　
者　（月分）

３５年勤続の　
者　（月分）

最高限度　　
（月分）

そ の 他 の　　　
加算措置等

退 職 時　　　　
特別昇給



（単位　円）

令 和 ２ 年 度 中 間 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（　令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで　）

Ⅰ． 営 業 収 益

（１） 下 水 道 使 用 料 384,455,000

（２） 他 会 計 負 担 金 40,957,000

（４） そ の 他 営 業 収 益 1,064,000 426,476,000

Ⅱ． 営 業 費 用

（１） 管 渠 費 15,817,000

（２） 総 係 費 75,419,835

（３） 流域下水道維持管理負担金 290,874,545

（４） 減 価 償 却 費 711,131,398

（５） 資 産 減 耗 費 1,000

（７） そ の 他 営 業 費 用 1,000 1,093,244,778

営 業 損 失 666,768,778

Ⅲ． 営 業 外 収 益

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,000

（４） 他 会 計 補 助 金 489,177,000

（５） 長 期 前 受 金 戻 入 349,837,826

（７） 雑 収 益 10,000 839,034,826

Ⅳ． 営 業 外 費 用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 176,428,547

（３） 雑 支 出 1,000 176,429,547 662,605,279

経 常 損 失 4,163,499

Ⅴ． 特 別 利 益

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 11,214,206

（４） そ の 他 特 別 利 益 10,000 11,224,206

Ⅵ． 特 別 損 失

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 3,165,000

（５） そ の 他 特 別 損 失 1,000 3,166,000 8,058,206

当 年 度 純 利 益 3,894,707

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 3,894,707
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（単位　円）

令 和 ２ 年 度 中 間 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

（　令和３年３月３１日現在　）

資 産 の 部

Ⅰ． 固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ． 土 地 376,074

ロ． 構 築 物 26,422,542,321

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 617,350,085 25,805,192,236

ハ． 機 械 及 び 装 置 479,605,071

機械及び装置減価償却累計額 △ 32,065,785 447,539,286

ニ． 車 両 運 搬 具 1,072,938

車両運搬具減価償却累計額 △ 73,773 999,165

ホ． 建 設 仮 勘 定 0 26,254,106,761

（２） 無 形 固 定 資 産

イ． 施 設 利 用 権 1,684,198,272

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ． 出 資 金 1,910,000

固 定 資 産 合 計 27,940,215,033

Ⅱ． 流 動 資 産

（１） 現 金 預 金

イ． 現 金 預 金 99,299,110

（２） 未 収 金

イ． 営 業 未 収 金 61,519,000

ロ． 営 業 外 未 収 金 126,915,420 188,434,420

（３） 未 収 貸 倒 引 当 金

イ． 未 収 貸 倒 引 当 金 △ 1,269,000

流 動 資 産 合 計 286,464,530

資 産 合 計 28,226,679,563

負 債 の 部

Ⅲ． 固 定 負 債

（１） 企 業 債

イ． 建 設 改 良 企 業 債 8,611,453,252

ロ． 高 資 本 費 対 策 借 換 債 4,386,452,707

ハ． 資 本 費 平 準 化 債 115,300,000

二． そ の 他 企 業 債 289,305,053 13,402,511,012

固 定 負 債 合 計 13,402,511,012



Ⅳ． 流 動 負 債

（２） 企 業 債

イ． 建 設 改 良 企 業 債 273,338,303

ロ． 高 資 本 費 対 策 借 換 債 136,820,290

ハ． そ の 他 企 業 債 63,231,321 473,389,914

（５） 未 払 金

イ． 営 業 未 払 金 26,468,306

ロ． 営 業 外 未 払 金 0

ハ． そ の 他 の 未 払 金 142,746,255 169,214,561

（９） 引 当 金

イ． 賞 与 引 当 金 2,674,000

ロ． 法 定 福 利 引 当 金 517,000 3,191,000

（10） 預 り 金

イ． 預 り 金 300,000

流 動 負 債 合 計 646,095,475

Ｖ． 繰 延 収 益

（１） 長 期 前 受 金 14,332,111,981

（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 349,837,826

繰 延 収 益 合 計 13,982,274,155

負 債 合 計 28,030,880,642

資 本 の 部

Ⅵ． 資 本 金

（１） 自 己 資 本 金

イ． 固 有 資 本 金 97,270,652

ロ． 繰 入 資 本 金 94,504,000 191,774,652

資 本 金 合 計 191,774,652

Ⅶ． 剰 余 金

（１） 資 本 剰 余 金

イ． 受 益 者 負 担 金 41,478

ロ． そ の 他 資 本 剰 余 金 88,084 129,562

（２） 利 益 剰 余 金

イ． 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 3,894,707 3,894,707

剰 余 金 合 計 4,024,269

資 本 合 計 195,798,921

負 債 資 本 合 計 28,226,679,563
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（単位　円）

令 和 ３ 年 度 中 間 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

（　令和４年３月３１日現在　）

資 産 の 部

Ⅰ． 固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ． 土 地 376,074

ロ． 構 築 物 26,875,486,758

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,252,967,085 25,622,519,673

ハ． 機 械 及 び 装 置 567,174,634

機械及び装置減価償却累計額 △ 87,792,785 479,381,849

ニ． 車 両 運 搬 具 1,071,938

車両運搬具減価償却累計額 △ 347,773 724,165

ホ． 建 設 仮 勘 定 0 26,103,001,761

（２） 無 形 固 定 資 産

イ． 施 設 利 用 権 1,620,734,272

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ． 出 資 金 1,910,000

固 定 資 産 合 計 27,725,646,033

Ⅱ． 流 動 資 産

（１） 現 金 預 金

イ． 現 金 預 金 135,198,615

（２） 未 収 金

イ． 営 業 未 収 金 68,457,000

ロ． 営 業 外 未 収 金 124,527,200 192,984,200

（３） 未 収 貸 倒 引 当 金

イ． 未 収 貸 倒 引 当 金 △ 2,187,000

流 動 資 産 合 計 325,995,815

資 産 合 計 28,051,641,848

負 債 の 部

Ⅲ． 固 定 負 債

（１） 企 業 債

イ． 建 設 改 良 企 業 債 8,691,850,147

ロ． 高 資 本 費 対 策 借 換 債 4,248,604,343

ハ． 資 本 費 平 準 化 債 121,100,000

二． そ の 他 企 業 債 259,230,475 13,320,784,965

固 定 負 債 合 計 13,320,784,965



Ⅳ． 流 動 負 債

（２） 企 業 債

イ． 建 設 改 良 企 業 債 288,003,105

ロ． 高 資 本 費 対 策 借 換 債 137,848,364

ハ． そ の 他 企 業 債 60,474,578 486,326,047

（５） 未 払 金

イ． 営 業 未 払 金 27,018,760

ロ． 営 業 外 未 払 金 0

ハ． そ の 他 の 未 払 金 131,210,000 158,228,760

（９） 引 当 金

イ． 賞 与 引 当 金 2,204,000

ロ． 法 定 福 利 引 当 金 425,000 2,629,000

（10） 預 り 金

イ． 預 り 金 300,000

流 動 負 債 合 計 647,483,807

Ｖ． 繰 延 収 益

（１） 長 期 前 受 金 14,502,953,981

（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 726,429,826

繰 延 収 益 合 計 13,776,524,155

負 債 合 計 27,744,792,927

資 本 の 部

Ⅵ． 資 本 金

（１） 自 己 資 本 金

イ． 固 有 資 本 金 97,270,652

ロ． 繰 入 資 本 金 201,874,000 299,144,652

資 本 金 合 計 299,144,652

Ⅶ． 剰 余 金

（１） 資 本 剰 余 金

イ． 受 益 者 負 担 金 41,478

ロ． そ の 他 資 本 剰 余 金 88,084 129,562

（２） 利 益 剰 余 金

イ． 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 7,574,707 7,574,707

剰 余 金 合 計 7,704,269

資 本 合 計 306,848,921

負 債 資 本 合 計 28,051,641,848
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（　収　益　的　収　入　） （単位　千円）

令 和 ３ 年 度 中 間 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 説 明 書

各 自 明 細

節 金　　額 付 記
款　　　　　項 目

本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

1.
公 共 下 水 道
事 業 収 益

1,385,268 1,334,660 50,608

1. 営 業 収 益 504,480 464,921 39,559

1. 下 水 道 使 用 料 458,700 422,900 35,800 1. 下 水 道 使 用 料 458,700 下水道使用料

2. 他 会 計 負 担 金 43,919 40,957 2,962 1. 雨 水 処 理 負 担 金 43,919 雨水事業に対する一般会計繰入金

3. 受 託 事 業 収 益 1,080 0 1,080 1. 受 託 事 業 収 益 1,080 受託事業に係る収入

4. その他営業収益 781 1,064 △ 283 2. 手 数 料 771 督促手数料収入等

3. そ の 他 営 業 収 益 10 その他の営業収益

2. 営 業 外 収 益 880,758 869,709 11,049

1.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

10 10 0 1. 預 金 利 息 10 預金に係る利息

4. 他 会 計 補 助 金 483,856 505,177 △ 21,321 1. 他 会 計 補 助 金 483,856
雨水事業を除く収益的支出に対する一般会
計繰入金

5. 長期前受金戻入 376,592 344,512 32,080 1.
長 期 前 受
国 庫 補 助 金 戻 入

183,655 長期前受国庫補助金戻入

2.
長 期 前 受
県 補 助 金 戻 入

2,510 長期前受県補助金戻入

3.
長 期 前 受 受 益 者
負 担 金 戻 入

38,956 長期前受受益者負担金戻入

4.
長 期 前 受 受 贈
財 産 評 価 額 戻 入

28,163 長期前受受贈財産評価額戻入

6.
長 期 前 受 一 般
会 計 補 助 金 戻 入

123,066 長期前受一般会計補助金戻入

7.
そ の 他
長 期 前 受 金 戻 入

242 その他の長期前受金戻入

6.
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

20,000 20,000 0 1.
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

20,000 消費税及び地方消費税還付金

7. 雑 収 益 300 10 290 6. そ の 他 雑 収 益 300 その他の雑収益

3. 特 別 利 益 30 30 0

1.
過 年 度 損 益
修 正 益

20 20 0 1.
流 域 下 水 道 維 持
管理負担金還付金

10 流域下水道維持管理負担金還付金

2.
そ の 他 過 年 度
損 益 修 正 益

10
その他の過年度の損益の修正で損失の性質
を有するもの

4. その他特別利益 10 10 0 1. そ の 他 特 別 利 益 10 その他の特別利益



（　収　益　的　支　出　） （単位　千円）

各 自 明 細

節 金　　額 付 記

職員1名分

扶養 120 管理職 0

通勤 120 住居 324

時間外 117 期末勤勉 740

児童 140 その他 0

職員3名分 再任用職員1名分

扶養 996 管理職 583

通勤 149 住居 324

時間外 371 期末勤勉 4,066

児童 480 その他 0

款　　　　　項 目
本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

2.
公 共 下 水 道
事 業 費 用

1,355,993 1,306,554 49,439

1. 営 業 費 用 1,199,323 1,132,773 66,550

1. 管 渠 費 19,063 16,725 2,338 1. 給 料 3,216 職員1名分

2. 手 当 1,561

3.
賞 与
引 当 金 繰 入 額

371 賞与引当金として計上するための繰入額

7. 法 定 福 利 費 1,027 職員1名分

8.
法 定 福 利
引 当 金 繰 入 額

71
法定福利引当金として計上するための繰入
額

14. 光 熱 水 費 2,525 マンホールポンプ場電気料金

17. 賃 借 料 112 北九州市、JR所有地の借上料

18. 修 繕 費 1,000 マンホールポンプ等の修繕費

24. 保 険 料 71 下水道賠償責任保険料等

25. 委 託 料 6,897 マンホールポンプ場維持管理委託料等

27. 厚 生 福 利 費 12 職員厚生福利費

29. 工 事 請 負 費 2,200 管渠施設等の軽微な修繕工事費等

2. 総 係 費 71,048 77,690 △ 6,642 1. 給 料 15,014 職員3名分 再任用職員1名分

2. 手 当 6,969

3.
賞 与
引 当 金 繰 入 額

1,833 賞与引当金として計上するための繰入額
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各 自 明 細

節 金　　額 付 記
款　　　　　項 目

本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

7. 法 定 福 利 費 4,570 職員3名分 再任用職員1名分

8.
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

354
法定福利引当金として計上するための繰入
額

10. 旅 費 9 職員旅費

11. 報 償 費 1,545 受益者負担金一括納付報奨金

12. 備 消 品 費 100 備品及び消耗品費

13. 燃 料 費 106 公用車燃料費

15. 印 刷 製 本 費 115 受益者負担金納付書等印刷費

16. 通 信 運 搬 費 90 電話料金、郵送料

17. 賃 借 料 790 受益者負担金システム、複合機借上料

18. 修 繕 費 60 公用車車検料等

21. 食 糧 費 1 会議等の賄料

22. 諸会費及び負担金 36,373 各種年会費及び負担金

23. 交 際 費 30 交際費

24. 保 険 料 60 公用車自賠責保険料等

25. 委 託 料 1,997
下水道台帳管理システム、受益者負担金シ
ステム等の保守料

27. 厚 生 福 利 費 53 職員厚生福利費

28. 手 数 料 12 受益者負担金口座引落手数料等

31. 公 租 公 課 費 9 公用車重量税

32. 使 用 料 20 ETCカード使用料

33. 補 助 交 付 金 20 融資あっせん利子補給金

37. 貸倒引当金繰入額 918 貸倒引当金として計上するための繰入額

3.
流域下水道維持
管 理 負 担 金

353,128 326,962 26,166 1.
流 域 下 水 道 維 持
管 理 負 担 金

353,128 流域下水道の維持管理に要する負担金



各 自 明 細

節 金　　額 付 記
款　　　　　項 目

本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

4. 減 価 償 却 費 755,082 711,394 43,688 1.
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

691,618 有形固定資産に係る減価償却費

2.
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

63,464 無形固定資産に係る減価償却費

5. 資 産 減 耗 費 1 1 0 1. 固 定 資 産 除 却 費 1 固定資産の除却に係る未償却残高

6. 受 託 事 業 費 1,000 0 1,000 2. 工 事 請 負 費 1,000 受託事業に係る工事請負費

7. その他営業費用 1 1 0 2. そ の 他 営 業 費 用 1 その他の営業費用

2. 営 業 外 費 用 155,169 170,115 △ 14,946

1.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

155,168 170,114 △ 14,946 1. 企 業 債 利 息 153,668 企業債に係る支払利息

3. 一 時 借 入 金 利 息 1,500 一時借入金に係る支払利息

3. 雑 支 出 1 1 0 2. 雑 支 出 1 その他の営業外費用

3. 特 別 損 失 1,001 3,166 △ 2,165

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

1,000 3,165 △ 2,165 1. 過年度損益修正損 1,000
過年度の損益の修正で損失の性質を有する
もの

5. その他特別損失 1 1 0 1. そ の 他 特 別 損 失 1 その他の特別損失

4. 予 備 費 500 500 0

1. 予 備 費 500 500 0 1. 予 備 費 500
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（　資　本　的　収　入　） （単位　千円）

各 自 明 細

節 金　　額 付 記
款　　　　　項 目

本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

3. 資 本 的 収 入 699,897 5,343,402 △ 4,643,505

1. 企 業 債 404,600 5,012,300 △ 4,607,700

1. 建設改良企業債 368,400 389,800 △ 21,400 1. 建 設 改 良 企 業 債 368,400 建設改良費等の財源に充てるための企業債

2.
高 資 本 費 対 策
借 換 債

0 4,592,100 △ 4,592,100 1.
高 資 本 費 対 策
借 換 債

0

3. 資本費平準化債 5,800 0 5,800 1. 資 本 費 平 準 化 債 5,800
下水道事業債の償還元金と減価償却費との
差額を補うための企業債

4. そ の 他 企 業 債 30,400 30,400 0 1. そ の 他 企 業 債 30,400 その他の企業債

2. 国 庫 補 助 金 178,000 195,500 △ 17,500

1. 国 庫 補 助 金 178,000 195,500 △ 17,500 1. 国 庫 補 助 金 178,000 資本的支出に対する国庫補助金

4. 負 担 金 9,926 39,207 △ 29,281

2. 受 益 者 負 担 金 9,926 39,207 △ 29,281 1. 受 益 者 負 担 金 9,926 下水道事業受益者負担金

6.
他 会 計
出 資 金

107,370 96,394 10,976

1. 他 会 計 出 資 金 107,370 96,394 10,976 1. 他 会 計 出 資 金 107,370
地方公営企業法第17条の2の規定に基づく
他会計出資金

8.
固 定 資 産
売 却 代 金

1 1 0

1.
固 定 資 産
売 却 代 金

1 1 0 1. 固定資産売却代金 1 固定資産の売却代金



（　資　本　的　支　出　） （単位　千円）

各 自 明 細

節 金　　額 付 記

職員2名分

扶養 558 管理職 0

通勤 120 住居 324

時間外 308 期末勤勉 3,230

児童 540 その他 0

款　　　　　項 目
本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

4. 資 本的支 出 1,065,342 5,616,135 △ 4,550,793

1. 建 設改良 費 590,450 1,074,847 △ 484,397

1. 管 渠 建 設 費 449,339 695,518 △ 246,179 1. 給 料 8,192 職員2名分

2. 手 当 5,080

7. 法 定 福 利 費 2,613 職員2名分

12. 備 消 品 費 200 備品及び消耗品費

13. 燃 料 費 144 公用車燃料費

17. 賃 借 料 822 複合機借上料、積算システム借上料

18. 修 繕 費 1,050 アスファルト修繕、公用車車検料等

24. 保 険 料 62 公用車自賠責保険料等

25. 委 託 料 21,500 実施設計業務委託料等

26. 補 償 費 26,000 ガス管水道管移設補償費等

27. 厚 生 福 利 費 31 職員厚生福利費

28. 手 数 料 9 公用車12ヶ月点検手数料

29. 工 事 請 負 費 383,500 下水道施設新設工事費

31. 公 租 公 課 費 9 公用車重量税

32. 使 用 料 127 資材単価データ使用料等

2. 管 渠 改 良 費 58,411 289,160 △ 230,749 1. 給 料 8,690 職員2名分
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各 自 明 細

節 金　　額 付 記

職員2名分

扶養 78 管理職 0

通勤 155 住居 324

時間外 328 期末勤勉 3,296

児童 0 その他 0

款　　　　　項 目
本 年 度　　　
予 算 額

前 年 度　　　
予 算 額

比　較　　　
増　減

2. 手 当 4,181

7. 法 定 福 利 費 2,509 職員2名分

26. 補 償 費 3,000 ガス管水道管移設補償費等

27. 厚 生 福 利 費 31 職員厚生福利費

29. 工 事 請 負 費 40,000 下水道施設改築等工事費

3.
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

82,700 90,169 △ 7,469 1.
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

82,700 流域下水道の建設改良に要する負担金

2.
固 定 資 産
購 入 費

1,000 1,000 0

1.
有 形 固 定 資 産
購 入 費

1,000 1,000 0 1.
有 形 固 定 資 産
購 入 費

1,000 有形固定資産に係る購入費

3.
企 業 債
償 還 金

473,392 4,539,788 △ 4,066,396

1.
建 設 改 良
企 業 債 償 還 金

273,339 4,400,499 △ 4,127,160 1.
建 設 改 良 企 業 債
償 還 金

273,339 建設改良企業債に係る償還金

2.
高 資 本 費 対 策
借 換 債 償 還 金

136,821 74,259 62,562 2.
高 資 本 費 対 策
借 換 債 償 還 金

136,821 高資本費対策借換債に係る償還金

4.
そ の 他 企 業 債
償 還 金

63,232 65,030 △ 1,798 4.
そ の 他 企 業 債
償 還 金

63,232 上記以外の企業債に係る償還金

6. 予 備 費 500 500 0

1. 予 備 費 500 500 0 1. 予 備 費 500 予備費



< 注 記 >

Ⅰ 重要な会計方針

1 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法による。

・主な耐用年数

構築物 15年～50年

機械及び装置 3年～15年

(2)無形固定資産

定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 45年

2 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

下水道事業会計は、退職手当組合に加入しており、一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出する。また、下水道事業会計の負担金については、一般会計との取り

決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は発生しないこととなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当

金は計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

(2)賞与引当金及び法定福利引当金

職員の期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する金額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。

(3）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は期中税抜方式による。
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